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拠点名 廃止措置計画変更認可申請 項

原科研

JRR-4原子炉施設に係る廃止措置計画の変更認可申請

1～14

JRR-2原子炉施設に係る廃止措置計画の変更認可申請

TRACY（過渡臨界実験装置）施設に係る廃止措置計画
の変更認可申請

大洗研 重水臨界実験装置に係る廃止措置計画の変更認可申請

青森 原子力第1船原子炉に係る廃止措置計画変更認可申請

核サ研 再処理施設に係る廃止措置計画変更認可申請 15～24

敦賀
新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請 25～28

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更
認可申請

29～31



品質管理基準規則の制定、検査制度の見直しによる
法令改正等に伴う廃止措置計画の変更について

（試験研究炉等原子炉施設 代表JRR-4）
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試験研究炉等原子炉施設の廃止措置計画の変更内容の概要①

 新検査制度導入に向けた法令改正（令和2年4月1日施行）を踏まえ、廃止措置計画認可申請書の

記載事項について、申請書本文及び添付書類に性能維持施設及び品質マネジメントシステムを記
載する。（JRR-2、TRACY、DCA、むつ含む）

○本文に以下の事項を変更または追加
・性能維持施設（機能維持施設から名称変更）＜P.5～7＞
・性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持

すべき期間＜P.5～7＞
・廃止措置に係る品質マネジメントシステム＜P.8＞

○添付書類に以下の説明書を変更または追加
・性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書＜P.5～7＞
・廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書＜P.9＞
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 上記以外に変更した事項
○JRR-4、JRR-2、TRACY：廃止措置計画認可の経緯の追加、廃止措置全体工程表の更新、

その他記載の適正化
〇DCA、むつ：廃止措置計画認可の経緯の追加、その他記載の適正化
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試験研究炉等原子炉施設の廃止措置計画の変更内容の概要②

 その他変更が必要な事項
○JRR-4、JRR-2、TRACY：

・令和２年８月２１日付け原子炉設置変更許可に伴う敷地図の変更
・その他記載の適正化（性能維持施設の「性能」について記載の見直し）

〇むつ：・放射線監視設備において液体中の放射性物質の濃度を測定する設備について
性能維持施設としての記載の明確化

・その他記載の適正化（性能維持施設の「性能」について記載の見直し）
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H18、H30、R2試験炉規則における廃止措置計画の記載事項変更内容

JRR-4原子炉施設廃
止措置計画への反映
(軽微変更は除く)

参照
ページ

一
氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者
の氏名

一
氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者
の氏名

追加 -

二
工場又は事業所の名称及び所在地（船舶にあつては、その
船舶の名称）

二
工場又は事業所の名称及び所在地（船舶にあつては、その
船舶の名称）

追加 -

三 試験研究用等原子炉の名称 三 試験研究用等原子炉の名称 追加 -

四
廃止措置の対象となる試験研究用等原子炉施設（以下「廃
止措置対象施設」という。）及びその敷地

四 廃止措置対象施設及びその敷地
廃止措置対象施設の

敷地の追加
-

一 解体する原子炉施設及びその解体の方法 五
前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方
法

五
前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方
法

- -

六
廃止措置期間中に性能を維持すべき試験研究用等原子炉施
設（以下この条及び第十六条の十三の二において「性能維
持施設」という。）

変更 5～7

七
性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びに
その性能を維持すべき期間

変更及び追加 5～7

二 核燃料物質の譲渡しの方法 六 核燃料物質の管理及び譲渡し 八 核燃料物質の管理及び譲渡し - -
三 核燃料物質による汚染の除去の方法 七 核燃料物質による汚染の除去 九 核燃料物質による汚染の除去 - -

四 核燃料物質によって汚染された物の廃棄の方法 八 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄 十 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄 - -

九 廃止措置の工程
十
一

廃止措置の工程 - -

十
二

廃止措置に係るマネジメントシステム 追加 8

一
廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工
事作業区域図

一
廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工
事作業区域図

追加 -

二

核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物による
放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に関する説
明書
（3.安全対策）　　（4.残存放射性物質の評価）

二 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 二 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 - -

三

廃止措置の工事上の過失、機械若しくは装置の故障又は
地震、火災その他の災害があった場合に発生すると想定
される原子炉の事故の種類、程度、影響等に関する説明
書

三
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等が
あつた場合に発生することが想定される事故の種類、程
度、影響等に関する説明書

三
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等が
あつた場合に発生することが想定される事故の種類、程
度、影響等に関する説明書

- -

四
核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明
書

四
核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明
書

- -

一
廃止措置期間中に機能を維持すべき設備及びその機能並
びにその機能を維持すべき期間に関する説明書
（2.廃止措置の工程）

五
廃止措置期間中に機能を維持すべき試験研究用等原子炉施
設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する
説明書

五
性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期
間に関する説明書

変更 5～7

六
廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に
関する説明書

六
廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に
関する説明書

追加 -

七 廃止措置の実施体制に関する説明書 七 廃止措置の実施体制に関する説明書 追加 -

八 品質保証計画に関する説明書 八 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 追加 9

四
前三号に掲げる書類のほか、原子力規制委員会が必要と
認める書類

九
前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認
める書類又は図面

九
前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認
める書類又は図面

- -

H18　試験炉規則 H30　試験炉規則　（平成30年10月1日施行） R2　試験炉規則　（令和2年4月1日施行）

本
文

添
付
書
類

H18試験炉規則からH30試験炉規則で構成が変更された事項

H18試験炉規則からH30試験炉規則で新規追加された事項

H30試験炉規則からR2試験炉規則で構成及び内容が変更された事項

下線部はH30試験炉規則とR2試験炉規則との変更箇所



本文六.廃止措置期間中に性能を維持すべき試験研究用等原子炉施設
本文七.性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間

添付五.性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書

本文６、本文７、添付５の共通事項
• 「機能維持施設」から「性能維持施設」に変更
• 施設の増減なし。

本文７のみ

• 表７－１ 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持す
べき期間 の項目に「位置、構造」及び「性能」の追加

審査基準に

「性能維持施設の性能については、性能維持施設が維持すべき機能ごとに、その性能を
満たすために必要な仕様等（以下単に「必要な仕様等」という。）が示されていること。」

の記載が追加されたため、「位置、構造」に必要な仕様を追加するとともに「性能」に当該
施設の検査の判定基準を追加

変更及び追加

（1/3）
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JRR-2,TRACY,DCA,むつ含む
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表７－１ 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間

本文六.廃止措置期間中に性能を維持すべき試験研究用等原子炉施設
本文七.性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間

添付五.性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書
（2/3）

施設区分 設備等の区分 構成品目 位置、構造 維持すべき機能 性能 維持すべき期間 

原子炉本体 No.１プール No.１プール 

原子炉建家内 

鉄筋コンクリート造、アルミライニ

ング 

幅約 7m、深さ約 10.3m、長さ約 7m、

水深 4m 以上 

プール水を維持する機

能 
・水深4m以上確保できる状態であること。 

プール内の放射化汚染物

を解体撤去し、プール水を

排水するまで 

核燃料物質

貯蔵施設 

燃料貯蔵棚 燃料貯蔵棚 

新燃料貯蔵庫内 

SUS304 

形式：横置き式 

幅1350mm、長さ1183mm、高さ1110mm 

貯蔵能力：60体 

未臨界維持機能 

・貯蔵能力に影響するような有害な変形等が

ない状態であること。 

未使用燃料の譲渡しのた

めのＪＲＲ－４からの搬

出まで 

No.２プール No.２プール 

原子炉建家内 

鉄筋コンクリート造、アルミライニ

ング 

幅約 7m、深さ約 10.3m、長さ約 9m、

水深 4m 以上 

プール水を維持する機

能 
・水深4m以上確保できる状態であること。 

プール内の放射化汚染物

を解体撤去し、プール水を

排水するまで 

原子炉冷却

系統施設 

主冷却管・弁 主冷却管・弁 

原子炉建家内 

耐食アルミニウム合金及びステンレス鋼 

基数：一式 

プール水を維持する機

能 

・水漏れがなく有害な損傷等がない状態であ

ること。 

プール内の放射化汚染物

を解体撤去し、プール水を

排水するまで プール水精製

系 

プール水精製系ポンプ、 

樹脂塔 

原子炉建家内 

・プール水精製系ポンプ 

形式：単段渦巻ポンプ 

・樹脂塔 

形式：手動式非再生形混床式 

基数：２基 

プール水の水質を維持

する機能 

・ポンプの作動に異常がなくプール水精製系

出口の電気伝導率が 10μS/cm 以下である

こと。 

炉室地下ピッ

ト排水系 

炉室地下ピット排水系ポ

ンプ 

原子炉建家内 

形式：縦軸ポンプ 

基数：２基 

排水先：廃液貯槽 

排水機能 
・ポンプの作動に異常がなく廃液貯槽まで排

水できる状態であること。 

炉室地下ピットにおける

廃液の受入及び排水を終

了するまで 

原子炉格納

施設 
原子炉建家 

炉室、散乱実験室、 

ローディングドックＡ、 

ローディングドックＢ 

鉄筋コンクリート造 

最小壁厚：22cm 

炉室屋根：鉄骨造鋼板 

放射性物質の放出量低

減のための障壁として

の機能 

・管理区域の境界として区画できる

状態であること。 

維持管理の段階が終了す

るまで 

放射線遮蔽体としての

機能 

・放射線障害の防止に影響するよう

な有害な損傷等がない状態である

こと。 

建家の管理区域を解除す

るまで 

 



本文７のみ(続き)
• 解体撤去工事を実施するに当たって、専ら廃止措置のために使用する施設又は設備を導

入する場合を追加

審査基準に

「また、原子炉施設を解体する工事を実施するに当たって、公衆及び放射線業務従事者
の受ける線量を抑制し、又は低減する観点その他の原子力安全の観点から、専ら廃止措
置で使用するために導入する施設又は設備において、当該施設又は設備の設計及び工
事の方法に関することが示されていること。」
の記載が追加されたため、以下の記載を追加

解体撤去工事を実施するに当たって、専ら廃止措置のために使用する施設又は設備を
導入する場合においては、当該施設又は設備の設計及び工事の方法に関することを第
２段階に入るまでに、本廃止措置計画の変更認可申請を行うことにより示すこととする。

本文六.廃止措置期間中に性能を維持すべき試験研究用等原子炉施設
本文七.性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間

添付五.性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書
（3/3）
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本文十二.廃止措置に係るマネジメントシステム

廃止措置については、以下に示す品質マネジメントシステムに基づき実施する。

試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する
事項について、機構は、次の品質管理体制の計画(以下「品質管理計画」という。)に定める要求事

項に従って、保安活動の計画、実施、評価及び改善を行う。

１．目的
機構は・・・。 原子炉設置許可申請

書と同様の記載

追加

8

JRR-2,TRACY,DCA,むつ含む



添付八.廃止措置に係る品質マネジメントシステム

廃止措置期間中における品質マネジメント活動は、「本文十二 廃止措置に係る品質マネジメン
トシステム」を踏まえ、原子炉等規制法第35条第1項並びに試験炉規則第６条の３及び第15条第２

項に基づき、保安規定において、理事長をトップマネジメントとする品質マネジメント計画を定め、
保安規定及び品質マネジメント計画書並びにその関連文書により廃止措置に関する保安活動の
計画、実施、評価及び改善の一連のプロセスを明確にし、これらを効果的に運用することにより、
原子力安全の達成・維持・向上を図る。

また、廃止措置期間中における品質マネジメント活動は、廃止措置における安全の重要性に応
じた管理を実施する。

「本文六 性能維持施設」に示す廃止措置期間中の性能維持施設その他の設備の保守等の廃
止措置に係る業務は、この品質マネジメント計画の下で実施する。

追加

9

JRR-2,TRACY,DCA,むつ含む



（参考）ＪＲＲ－４原子炉施設に係る廃止措置計画の概要

ＪＲＲ－４は、減速材、冷却材に軽水を使用したスイミングプールタイプの原子炉で、炉心はプール内の炉心タンクと呼
ばれる容器の底部に設置されている。最大熱出力は3,500kWで、利用者の希望により出力、運転時間、運転パターン
を変更することが可能であった。昭和40年1月に臨界に達した後、同年11月から利用運転を行い、その後平成10年に
燃料濃縮度低減化計画に伴う改造を行い、平成22年12月まで運転を行った。運転時間は38,820時間06分、総積算出
力は79,534MWhであった。
当初の目的は原子力船「むつ」の遮蔽実験であり、平成10年以降は医療照射（BNCT）、放射化分析、半導体用シリコ

ンの照射、原子力技術者の養成等、様々な分野の研究者に利用されてきた。
平成25年9月26日に策定した「原子力機構改革計画」に基づく事業合理化の一環として、廃止措置計画認可申請を行

い、平成29年6月7日に認可を受けた。また、平成30年12月25日に未使用燃料搬出期限の変更に伴う廃止措置計画
の変更認可を受けたため、今後廃止措置を進めていく。

炉型
濃縮ウラン軽水減速冷却

スイミングプール型

臨界年月日
建造時初臨界：昭和40年1月28日
改造後初臨界：平成10年7月14日

最大熱出力 3,500kW

炉心形状・寸法 角型 約65cm×67cm×高さ60cm

使用燃料 濃縮ウラン

ウラン濃縮度
改造前(約90%)
改造後(約20%)

JRR-4主要緒元

放射能レベル区分 重量
（ｔ）

低レベル
放射性
廃棄物

比較的放射能レベルが高い物 0.002

放射能レベルが低い物 ３

放射能レベルが極めて低い物 1,400

解体撤去廃棄物の重量

JRR-4の解体前後の鳥瞰図

解体前

解体後

廃止措置全体工程表

JRR-4

施設の概要
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解体概要

米国及び我が国の民間会社により設計・建設された重水減速冷却型の研究用原子炉であり、1960年に

初臨界を達成した。その後、共同利用施設として、高い中性子束を利用した各種照射実験、中性子ビー
ム実験、RI製造、医療照射等に利用されるとともに、多くの研究員や技術員の養成にも役立てられた。
1996年に運転を停止し、1997年から解体作業を開始した。現在、原子炉本体を密閉管理している。

施設概要

型式： 重水減速・冷却、45%濃縮ウラン

出力： 10MWt

使用： 中性子ビーム実験、照射試験、RI製造等

運転： 1960年～1996年

第1段階
機能停止措置
（平成9年8月～平成10年9月）

第2段階
密閉措置
（平成10年10月～平成12年3月）

第3段階
冷却系撤去
（平成12年4月～平成16年3月）

第4段階
原子炉本体の撤去
（埋設処分場開設後）

制御棒駆動装置撤去
重水、軽水抜き取り

冷却系統機器類撤去 更地化

H8

解体届提出(H9.5)
原子炉の機能停止及び冷却材の抜取り

原子炉本体の密閉措置

JRR-2原子炉

原子炉本体及び
原子炉建屋等の解体

運転

原子炉本体及び原子
炉建屋等以外の施
設・設備の解体

年 度 H9 H10 H11 H12～H15 H16～

▲ ▲

原子炉冷却系統施設の解体

廃止措置計画の認可(H18.11)▲ ▲

必要年数

解体完了

施設・設備撤去

建屋解体

原子炉建屋設備・設備
原子炉本体撤去

埋設施設の運用開始

3.5 2 2 2

原子炉本体の
維持管理

解体⼯程

冷却系統隔離
原子炉本体密閉
重水の搬出
二次冷却設備等の撤去

垂直実験孔

水平実験孔

炉心

炉室

重水ポンプ室

原子炉本体

炉室

重水ポンプ室

原子炉本体の密閉管理

機器撤去後の重水ポンプ室

JRR-2(研究炉)

（参考）ＪＲＲ－２原子炉施設に係る廃止措置計画の概要
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（参考）ＴＲＡＣＹ（過渡臨界実験装置）施設に係る廃止措置計画の概要について

（１）施設の概要
ＴＲＡＣＹは、再処理施設における臨界事故を模擬した過渡事象を再現し、事故時の出力や圧力、放射

線量、放射性物質の放出挙動を究明するための臨界実験装置として原子力科学研究所の燃料サイクル
安全工学研究施設（ＮＵＣＥＦ）に設置された。ＴＲＡＣＹで得られた知見は、ＪＣＯ臨界事故（平成11年９月
30日）に関する事故対応、調査等に役立てられた。

ＴＲＡＣＹは、平成７年12月20日に初臨界を達成し、平成８年６月25日から臨界事故を模擬した実験を開
始した。平成23年３月８日までの期間に445回の運転を行い、当初目的とする実験データの取得を完了し
た。平成25年９月26日に策定した「原子力機構改革計画」に基づく事業合理化の一環として、TRACY廃
止措置計画の申請（平成27年３月31日）を行い、平成29年６月７日に同計画の認可を取得した。その後、
廃止措置に係る保安規定を変更し、平成30年３月14日から廃止措置に移行した。

TRACY炉心

型式
ウラン溶液燃料タンク型
（定出力・過渡出力両用型）

熱出力
・定出力運転時：最大10kW
・過渡出力運転時：最大5000MW

積算出力 32MW･s（約0.9kW･h）＝1×1018核分裂

炉心形状 円環

使用燃料 硝酸ウラニル水溶液

ウラン濃縮度 10％

過剰反応度
・定出力運転時：最大0.8$
・過渡出力運転時：最大約3$

運転形態
１日４時間程度のデイリー運転
１日運転/週

TRACY主要緒元

TRACYの主要系統構成
（２）廃止措置の概要

ＴＲＡＣＹ廃止措置の工程は、下記に示すとおり、２段階に分けて計画する。

① 第１段階
放射性物質の閉じ込め管理を実施する。原子炉機能停止措置として、溶液燃料の移送配管を切 断・閉

止した後、系統隔離のため、試薬等の配管を切断・閉止する。また、第２段階移行に先立ち、解体作業者
の被ばく 低減のため、１０年以上の放射能減衰期間をおく。

② 第２段階
ＴＲＡＣＹ固有設備の全部を解体撤去する。なお、ＳＴＡＣＹ＊と共用の建家、放射線管理設備、 廃棄物

処理設備、換気空調設備、電気設備等は解体せず、廃止措置終了後はＳＴＡＣＹに移管 して管理する。

解体廃棄物は、廃止措置終了確認のための放射性固体廃棄物の廃棄として、原子力科学研究所の放
射性廃棄物処理場に引き渡す。 引渡し完了後は、当該処理場をＴＲＡＣＹの共通施設から解除する。以
後、廃棄物は、放射性廃棄物処理場にて管理する。

＊原子力科学研究所のＮＵＣＥＦに設置されている定常臨界実験装置

放射能レベル区分 重量（ｔ）

低レベル
放射性
廃棄物

比較的放射能レベルが高いもの －

放射能レベルが低いもの 19

放射能レベルが極めて低いもの 158

放射性物質として扱う必要がないもの －

放射性廃棄物でない廃棄物 45

合 計 222

解体機器の総重量
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（参考）重水臨界実験装置（DCA)の廃止措置計画の概要

・昭和44年の初臨界以来、新型転換炉開発（原型炉「ふげん」、実証炉）のための研究開発を平成4年度まで実施

・平成5年度から平成13年度まで未臨界度測定技術の開発を目的とした実験に使用、平成13年9月を以ってすべての運転を終了

・燃料を炉心からすべて抜き取り燃料貯蔵庫に収納した後、平成14年1月に解体届を国に届け出、廃止措置作業に着手

・廃止措置に係る原子炉等規制法の改正に伴い、平成18年10月に廃止措置計画の認可を取得

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

〔DCA概略図〕

DCA の参考要目

●熱出力：最大1kW
●炉心タンク：アルミニウム製円
筒状 (直径約3m，高さ約3.5m)
●燃料集合体：クラスター型
●減速材：重水

●運転実績
初臨界：昭和44 年12 月28 日
原子炉起動回数‥‥ 3,014 回
積算運転時間‥‥7,556.5 時間
積算熱出力‥‥‥ 567,396Wh

炉心タンク

3500mm φ3005mm

上部グリッド板

重水ストレージタンクの解体

廃止措置の状況及び進め方
第1段階（平成14年3月～平成15年3月完了）： 原子炉の機能停止

安全棒・制御棒の撤去と接続部切断、重水給水機能の停止、
起動用中性子源の廃棄

第2段階（平成15年4月開始～平成20年3月完了）

：燃料棒分解洗浄設備等の解体撤去
（平成15年度）

燃料棒分解洗浄設備の解体、起動用中性子源等の解体・撤去
（平成16年度）重水の搬出
（平成16年度～平成19年度）残存放射能の確認

第3段階（平成20年度～令和4年度）

：原子炉本体の本格的な解体・撤去
（平成20年度）一般機器（動力盤等）の解体・撤去
（平成21年度）軽水ガス系起動盤等の解体・撤去
（平成22年度）原子炉本体（カランドリア管等）の解体・撤去
（平成23年度）制御室内機器解体・撤去
（平成24年度）安全棒・制御棒, その駆動装置及び保管架台の解体
（平成25年度）重水・軽水ドレンタンク等の解体撤去
（平成26年度）重水系室配管・弁等の解体撤去
（平成27年度）重水加熱器及び重水冷却器の解体撤去等
（平成28年度）重水ストレージタンク接続配管等
（平成29年度～平成31年度/令和元年度）重水ストレージタンク解体
（令和2年度～令和4年度予定）炉心タンク等の解体撤去

第4段階（着手後約５年間）

： 管理区域解除、原子炉建屋等の解体撤去
なお、すべての燃料は第4段階工事着手前に搬出する。
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（参考）原子力第1船原子炉施設の概要

これまでの経緯
・原子力第1船原子炉施設は、昭和42年11月21日に原子炉設置許可を

受け、船舶（「むつ」）及び附帯陸上施設から構成されている。
・平成3年2月に使用前検査合格証及び船舶検査証書を受領し、我が国

初の原子動力実験船として完成した。
・平成4年8月に解体届を届け出て「むつ」の解体工事を開始し、平成8年

3月に終了した。
・平成13年に燃料体を原子力機構原子力科学研究所に搬出した。
・平成18年10月に廃止措置計画の認可を取得した。
・現在は、放射性固体廃棄物の保管管理、附帯陸上施設維持管理、原

子炉室一括撤去物の保管展示を継続している。

★原子力第1船原子炉施設の現状の活動

放射性固体廃棄物の
保管管理

附帯陸上施設の維持管理 原子炉室の保管展示

「むつ」の解体工事（平成4年8月～平成8年3月）

原子炉室一括撤去物及び附帯陸上施設の
解体工事

・廃棄事業者の廃棄施設において廃棄物の受入れが可能
であることを確認してから開始する
・解体工事は開始より7年かけて工事を完了させる計画

１～３年目 4年目 5～6年目 7年目

原子炉室
一括撤去物

保管建屋 燃料・廃棄
物取扱棟

機材・排水
管理棟
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品質管理基準規則の制定、検査制度の見直しによる
法令改正等に伴う廃止措置計画の変更について

（核燃料サイクル工学研究所 再処理施設）

15



再処理規則の改正と廃止措置計画への反映状況

16

再処理施設廃止措置計画への反映
参照

ページ

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 - -

二 工場又は事業所の名称及び所在地 二 工場又は事業所の名称及び所在地 - -

三 廃止措置対象施設及びその敷地 三 廃止措置対象施設及びその敷地 - -

四 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 四 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法
・規則の改廃に伴う変更
・施設定期自主検査に係る記載を削除

18,20

五
廃止措置期間中に性能を維持すべき再処理施設（以下この条において「性能維持施
設」という。）

五 性能維持施設 ・項目名の変更（内容に変更なし） 20

六

性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を維持すべき期間並
びに再処理施設の性能に係る技術基準に関する規則（平成二十五年原子力委員会規
則第二十九号）第二章及び第三章に定めるところにより難い特別の事情がある場合
はその内容

六
性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を維持すべき期間並
びに技術基準規則第二章及び第三章に定めるところにより難い特別の事情がある場
合はその内容

・項目名の変更
・施設定期自主検査を定期事業者検査に
　変更
・技術基準規則の改廃に伴う見直し
・設工認の品質管理に係る記載事項の
　変更に伴う見直し

17,18,20

七 使用済燃料、核燃料物質又は使用済燃料から分離された物の管理及び譲渡し 七 使用済燃料、核燃料物質又は使用済燃料から分離された物の管理及び譲渡し
・定期事業者検査等により維持管理する
　ことを追記

18

八 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の除去 八 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の除去 - -

九
使用済燃料、核燃料物質若しくは使用済燃料から分離された物又はによつて汚染さ
れた物の廃棄

九
使用済燃料、核燃料物質若しくは使用済燃料から分離された物又はによつて汚染さ
れた物の廃棄

- -

十 廃止措置の工程 十 廃止措置の工程 - -

十
一

特定再処理施設（回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない再処
理施設及び特定廃液を廃液槽に保管廃棄している再処理施設をいう。第三項及び第
十九条の八第二項において同じ。）にあつては、施設定期検査を受けるべき時期

十
一

廃止措置に係るマネジメントシステム
・施設定期検査を受けるべき時期を削除
・品質マネジメントシステムを追加

17,18

一
回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない場合　回収可能核燃料
物質を再処理設備本体から取り出す方法及び時期

一
回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない場合　回収可能核燃料
物質を再処理設備本体から取り出す方法及び時期

- -

二
特定廃液を廃液槽に保管廃棄している場合　特定廃液の固型化その他の処理を行う
方法及び時期

二
特定廃液を廃液槽に保管廃棄している場合　特定廃液の固型化その他の処理を行う
方法及び時期

- -

一
既に回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していることを明らかにする
資料

一
既に回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していることを明らかにする
資料

- -

二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図 二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図 - -

三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 - -

四
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があつた場合に発生するこ
とが想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書

四
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があつた場合に発生するこ
とが想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書

- -

五 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 五 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 - -

六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書 六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書
・「性能維持施設の表中「点検項目」を
　「性能」欄に変更

18,19

七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書 七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書 - -

八 廃止措置の実施体制に関する説明書 八 廃止措置の実施体制に関する説明書 - -

九 品質保証計画に関する説明書 九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書
・「品質保証計画」から「廃止措置に係る
　品質マネジメントシステムに変更」

17

十 前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認める書類又は図面 十 前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認める書類又は図面 - -

一
回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない場合　回収可能核燃料
物質を再処理設備本体から取り出す工程に関する説明書

一
回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない場合　回収可能核燃料
物質を再処理設備本体から取り出す工程に関する説明書

・施設定期自主検査に係る記載を削除 20

二
特定廃液を廃液槽に保管廃棄している場合　特定廃液の固型化その他の処理の工程に
関する説明書及び回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出している場合にあ
つては第二項第一号の資料

二
特定廃液を廃液槽に保管廃棄している場合　特定廃液の固型化その他の処理の工程に
関する説明書及び回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出している場合にあ
つては第二項第一号の資料

・施設定期自主検査に係る記載を削除 20

十
九
条
の
五

再
処
理
規
則

添
付
書
類

本
　
文

第
二
項

第
四
項

平成29年4月3日一部改正 令和2年4月1日施行

第
一
項

第
三
項



〇品質管理基準規則の制定に伴う変更（品質マネジメントシステムの導入）
本文六

・設計及び工事に係る品質管理は、「品質保証計画書」から「廃止措置に係る品質マネジ
メントシステム」により行うよう変更

本文十一
・法令改正前の記載項目であった「施設定期検査を受けるべき時期」を削除
・品質管理基準規則に基づく「廃止措置に係る品質マネジメントシステム」を新規追加し、

本システムの要求事項に従い、保安活動の計画、実施、評価及び改善を行うよう変更

添付書類九
・廃止措置期間中の性能維持施設その他の設備の保守等の廃止措置に係る業務は、

「品質保証計画書」から「廃止措置に係る品質マネジメントシステム」の下で行うよう

変更

（1/6）東海再処理施設 廃止措置計画の変更内容

 新検査制度導入に向けた法令改正（令和2年4月1日施行）を踏まえ、廃止措置計画申請書の
本文及び添付書類の記載事項を以下のとおり変更する。

17



〇検査制度の見直しに伴う変更
本文四

・「使用しない設備の措置」の検査・点検の見直しを図る記載において、「施設定期自主検
査」を削除

本文六
・「性能維持施設の設備、その性能、その性能を維持すべき期間」の「維持管理」に関する

記載において、「施設定期自主検査」を「定期事業者検査」に変更

本文七
・使用済燃料，ウラン製品、ウラン・プルトニウム混合酸化物(MOX)粉末に係る設備の維

持管理は、「定期事業者検査等」により継続して行うよう変更

本文十一
・法令改正前の記載項目であった「施設定期検査を受けるべき時期」を削除

添付書類六（次ページ下線部参照）
・「表6-1-1 性能維持施設の維持管理」中の「点検項目」欄は、保安規定に基づく施設管

理の中で定めて検査等を実施するため「性能」欄とし、記載内容を見直し

（2/6）再処理施設の廃止措置計画の変更内容

18



（3/6）再処理施設の廃止措置計画の変更内容

表6-1-1 性能維持施設の維持管理（1/147）

設備名称等 要求される機能 性能 維持すべき期間

分 離 精 製 工 場
（MP）

燃料受入系扉

シャッタ扉(211-6，7)
とトラップ扉（211-8，
9）のインターロック

閉じ込めの機能
扉間のインター
ロック機能が正常
に作動すること。

分離精製工場の
管理区域解除ま
で

トラップ扉(211-2)と
トラップ扉(211-8，9)
のインターロック
トラップ扉(211-8，9)
とシャッタ扉(211-6，
7)，トラップ扉(211-
2）のインターロック

貯蔵プール熱交換器

濃縮ウラン貯蔵プール
の熱交換器

使用済燃料の貯蔵施
設等
（冷却機能）

濃縮ウラン貯蔵
プールの熱交換器
に供給されるプー
ル水の流量が170 
m3/h以上であるこ
と及び冷却水の流
量が200 m3/h以上
であること。

使用済燃料の搬
出が完了するま
で

予備貯蔵プールの熱交
換器

使用済燃料の貯蔵施
設等
（冷却機能）

予備貯蔵プールの
熱交換器に供給さ
れるプール水の流
量が170 m3/h以上
及び冷却水の流量
が200 m3/h以上で
あること。

ガラス固化技術
開発施設（TVF）

溶 融 炉
台車（Ｇ51Ｍ118A）と
結合装置（Ｇ21Ｍ11）
のインターロック

閉じ込めの機能
インターロック機
能が正常に動作す
ること。

系統除染が完了
するまで

※以下、表6-1-1 性能維持施設の維持管理（2/147） ～（147/147）も同様
19



○検査制度の見直しに伴う変更（続き）
添付書類十及び十一

・回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出す工程及び特定廃液の固型化その
他の処理の工程に関する説明書から、「施設定期検査を受けるべき時期」を削除

○法令改正等に伴う変更
本文四

・本文中の「再処理施設の性能に係る技術基準規則」の記載を、「再処理施設の技術基
準に関する規則」に変更

本文五
・項目名を「廃止措置期間中に性能を維持すべき再処理施設（以下この条において「性能

維持施設」という。）」から「性能維持施設」に変更

本文六
・項目名に記載の「再処理施設の性能に係る技術基準に関する規則（平成二十五年原子

力規制委員会規則第二十九号）」を、「技術基準規則」に変更
・本文中の「再処理施設の性能に係る技術基準に関する規則」の記載を、「再処理施設の

技術基準に関する規則」に変更

（4/6）再処理施設の廃止措置計画の変更内容

20
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再処理施設の廃止措置計画の変更内容 （5/6）

○他の申請案件の認可に伴う補正
本変更申請（令和2年6月18）以降に、他の変更申請で認可（令和2年7月10日及び令和2年

9月25日）を受けており、このうち関連する7月10日の認可内容を反映し、以下の補正を行う。

本文六
・「表6-1 耐震重要施設の概要」及び「表6-2 安全上重要な施設の概要」 を削除

・「表6-3 設計及び工事の計画の認可の申請において必要とされる事項に係る改造等」
を表6-3-1及び表6-3-2に分割

〇その他補正（次ページ参照）
添付資料六

・「表6-1-1 性能維持施設の維持管理（17/147）及び（73/147）」の一部記載を修正



補正前（令和2年6月18日申請時） 補正後

22

再処理施設の廃止措置計画の変更内容 （6/6）

設備名称等 要求される機能 性能 維持すべき期間

ガラス固化技

術開発棟

建家・

構築物

・地震による損傷の防止機能

・津波による損傷の防止機能

・閉じ込めの機能

・遮蔽機能

建家及び

構築物の

機能・性

能に影響

を与える

有害なき

裂，剝離

などがな

いこと。

ガラス固化技術開

発施設の管理区域

解除まで
ガラス固化技

術管理棟

・地震による損傷の防止機能

・津波による損傷の防止機能

・遮蔽機能

第二付属排気

筒

・地震による損傷の防止機能

・廃棄施設（排気機能）

クリプトン回

収技術開発施

設（Kr）

・地震による損傷の防止機能

・閉じ込めの機能

・遮蔽機能

クリプトン回収技

術開発施設の管理

区域解除まで

設備名称等 要求される機能 性能 維持すべき期間

ガラス固化技

術開発棟

建家・

構築物

・地震による損傷の防止機能

・津波による損傷の防止機能

・閉じ込めの機能

・遮蔽機能

建家及び

構築物の

機能・性

能に影響

を与える

有害なき

裂，剝離

などがな

いこと。

ガラス固化技術開

発施設の管理区域

解除まで
ガラス固化技

術管理棟

・地震による損傷の防止機能

・津波による損傷の防止機能

第二付属排気

筒

・地震による損傷の防止機能

・廃棄施設（排気機能）

クリプトン回

収技術開発施

設（Kr）

・地震による損傷の防止機能

・閉じ込めの機能

・遮蔽機能

クリプトン回収技

術開発施設の管理

区域解除まで

設備名称等
要求され

る機能
性能

維持すべ

き期間

略（変更なし）

分 離 精

製 工 場

（MP）

抽出器

流量低

下緊急

操作装

置

252FIP-11.1,

252FIP-11.2

安全保護

回路

流量低下緊急操作装
置が58 L/h以上で作
動すること。

系統除染

が 完 了 す

るまで

253FIP-10.1,

253FIP-10.2

流量低下緊急操作装
置が2.32 L/h以上で
作動すること。

253FIP-10.3,

253FIP-10.4

流量低下緊急操作装
置が295.6 L/h以上で
作動すること。

255FIP-14.1,

255FIP-14.2

流量低下緊急操作装
置が38.38 L/h以上で
作動すること。

255FIP-15.5
流量低下緊急操作装
置が106.4 L/h以上で
作動すること。

255FIP-16.1,

255FIP-16.2

流量低下緊急操作装
置452 L/h以上で作動
すること。

設備名称等
要求され

る機能
性能

維持すべ

き期間

略（変更なし）

分 離 精

製 工 場

（MP）

抽出器

流量低

下緊急

操作装

置

252FIP-11.1,

252FIP-11.2

安全保護

回路

流量低下緊急操作装
置が58 L/h以上で作
動すること。

系統除染

が 完 了 す

るまで

253FIP-10.1,

253FIP-10.2

流量低下緊急操作装
置が2.32 L/h以上で
作動すること。

253FIP-10.3,

253FIP-10.4

流量低下緊急操作装
置が295.6 L/h以上で
作動すること。

255FIP-14.1,

255FIP-14.2

流量低下緊急操作装
置が38.38 L/h以上で
作動すること。

255FIP-15.5
流量低下緊急操作装
置が106.4 L/h以上で
作動すること。

255FIP-16.1,

255FIP-16.2

流量低下緊急操作装
置が452 L/h以上で作
動すること。

表6-1-1 性能維持施設の維持管理（73／147） 表6-1-1 性能維持施設の維持管理（73／147）

表6-1-1 性能維持施設の維持管理（17／147） 表6-1-1 性能維持施設の維持管理（17／147）
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その他反映事項

○保安規定の変更
新検査制度の要求事項や安全対策に係る廃止措置計画の認可状況等を踏まえ、以下

について保安規定の変更を行う。

・新検査制度関連の火災対応強化のため、第3条（保安の確保）に可燃物の管理を含める
よう追記

・廃止措置計画の変更認可（令和2年9月25日）に基づき、高放射性廃液の液量管理を明記

・廃止措置を円滑に進めるため、令和3年4月1日に組織改編（施設管理部内の課の統合）
を実施



（参考）東海再処理施設 廃止措置計画の概要

・東海再処理施設は、1977年9月に使用済燃料を用いたホット試験を開始、2006年3月に電気事業者
との再処理役務契約を完遂し、これまでに約1,140トンの使用済燃料を再処理した。

・機構独自開発技術、東海再処理施設の建設・運転を通じて得たノウハウ等は六ヶ所再処理工場へ
の技術移転をほぼ完了している。

・2017年6月に再処理施設としては国内初の廃止措置計画の認可申請を行い、2018年6月に認可を
受け、その後、変更の認可の申請を行い計画の具体化等を図りつつ、廃止措置を進めている。

廃止措置全体工程表

経緯等

廃止措置の進め方（段階的取り組み）

リスク低減の取り組み

廃棄物発生量

新規制基準を踏まえた安全性向上対策

24



品質管理基準規則の制定、検査制度の見直しによる
法令改正等に伴う廃止措置計画の変更について

（ふげん、もんじゅ）

25
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研開炉規則の改正と廃止措置計画への反映状況（ふげん）

新型転換炉原型炉施
設廃止措置計画への
反映
(軽微変更は除く)

参照
ページ

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 - -

二 廃止措置に係る工場又は事業所の名称及び所在地 二 工場又は事業所の名称及び所在地 - -
三 廃止措置の対象となる発電用原子炉の名称 三 発電用原子炉の名称 - -
四 廃止措置対象施設及びその敷地 四 廃止措置対象施設及びその敷地 - -

五 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 五 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 - -

六 性能維持施設 変更及び追加 27

七
性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を
維持すべき期間並びに研開炉技術基準規則第二章及び第三章に定
めるところにより難い特別の事情がある場合はその内容

変更及び追加 27

六 核燃料物質の管理及び譲渡し 八 核燃料物質の管理及び譲渡し - -
七 核燃料物質による汚染の除去 九 核燃料物質による汚染の除去 - -

八 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄 十 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄 - -

九 廃止措置の工程
十
一

廃止措置の工程 - -

十
二

廃止措置に係る品質マネジメントシステム 追加 27

一
既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出されていること
を明らかにする資料

一
既に燃料体が炉心等から取り出されていることを明らかにする資
料

- -

二
廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業
区域図

二
廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業
区域図

- -

三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 - -

四
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があつた
場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に関
する説明書

四
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があつた
場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に関
する説明書

- -

五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 - -

六
廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設及びその性能並び
にその性能を維持すべき期間に関する説明書

六
性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関
する説明書

変更及び追加 27

七 廃止措置に要する資金の額及びその調達計画に関する説明書 七
廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する
説明書

- -

八 廃止措置の実施体制に関する説明書 八 廃止措置の実施体制に関する説明書 追加 27

九 品質保証計画に関する説明書 九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 追加 27

十
前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認める書
類又は図面

十
前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認める書
類又は図面

- -

　平成29年4月2日以前 令和2年4月1日施行

本
文

添
付
書
類



ふげんの廃止措置計画の変更内容の概要①

 法令改正（令和2年4月1日施行）を踏まえた廃止措置計画認可申請書の変更内容については、
以下の通り。

○本文
・性能維持施設（機能維持施設から名称変更）を添付書類から移動
・性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持

すべき期間を追加
・廃止措置に係る品質マネジメントシステムを追加
・その他、記載の適正化（「保守管理」⇒「施設管理」等）

○添付書類
・供用が終了した施設を明確化
・廃止措置期間中における保安のための措置（安全対策）について追記
・検査の独立性について追記
・その他、記載の適正化（「品質保証」⇒「品質マネジメントシステム」等）

27
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ふげんの廃止措置計画の変更内容の概要②

 その他変更が必要な事項
〇ふげん：令和2年5月22日付け令02原機（敦廃）001をもって申請した廃止措置計画の変更認可

申請について、下記に示す記載内容について一部補正

●表-6-1 性能維持施設における誤記等を訂正
①余熱除去系熱交換器の容量

容量：1.75×105 kcal/h → 1.75×106 kcal/h

②機器ドレン処理系ろ過装置の種類
種類：竪型円筒圧力プレコートフィルタ → 竪型円筒中空糸膜フィルタ

③廃棄物処理建屋設備室換気系フィルタユニットの位置及び容量
位置：燃料貯蔵プール建屋屋上 → 廃棄物処理建屋内
容量：44,000 m3/h → 38,660 m3/h

④その他、表6-1中の体裁及び誤記等を訂正
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もんじゅ原子炉施設
廃止措置計画への反
映
(軽微変更は除く)

参照
ページ

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 - -
二 工場又は事業所の名称及び所在地 二 工場又は事業所の名称及び所在地 - -
三 発電用原子炉の名称 三 発電用原子炉の名称 - -
四 廃止措置対象施設及びその敷地 四 廃止措置対象施設及びその敷地 - -

五 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 五 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 - -

六
廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設（以下この
条において「性能維持施設」という。）

六 性能維持施設 - -

七
性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を
維持すべき期間並びに研開炉技術基準規則第二章及び第三章に定
めるところにより難い特別の事情がある場合はその内容

七
性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を
維持すべき期間並びに研開炉技術基準規則第二章及び第三章に定
めるところにより難い特別の事情がある場合はその内容

- -

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 八 核燃料物質の管理及び譲渡し - -
九 核燃料物質による汚染の除去 九 核燃料物質による汚染の除去 - -

十 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄 十 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄 - -

十
一

廃止措置の工程
十
一

廃止措置の工程 - -

十
二

廃止措置に係る品質マネジメントシステム 追加 30

十
二

燃料体を炉心等から取り出す方法及び時期並びに施設定期検査を
受けるべき時期

十
三

燃料体を炉心等から取り出す方法及び時期 変更 30

一 燃料体を炉心等から取り出す工程に関する説明書 一 燃料体を炉心等から取り出す工程に関する説明書 - -

二
廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業
区域図

廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業
区域図

- -

三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 二 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 - -

四
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があつた
場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に関
する説明書

三
廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があつた
場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に関
する説明書

- -

五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 四 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 - -

六
性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関
する説明書

五
性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関
する説明書

- -

七 廃止措置に要する資金の額及びその調達計画に関する説明書 六
廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する
説明書

- -

八 廃止措置の実施体制に関する説明書 七 廃止措置の実施体制に関する説明書 追加 30

九 品質保証計画に関する説明書 八 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 追加 30

十
前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認める書
類又は図面

九
前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認める書
類又は図面

- -

現行規則 令和2年4月1日施行

本
文

添
付
書
類



もんじゅの廃止措置計画の変更内容の概要①

 法令改正（令和2年4月1日施行）を踏まえた廃止措置計画認可申請書の変更内容については、
以下の通り。

○本文
・廃止措置に係る品質マネジメントシステムを追加
・施設定期検査（定期事業者検査）を受ける時期に係る事項を削除

・その他、記載の適正化（「保守管理」⇒「施設管理」、「事業者自主検査」⇒「定期事業者検
査」等）

○添付書類
・施設定期検査を受ける時期に係る事項を削除
・検査の独立性について追記
・その他、記載の適正化（「品質保証」⇒「品質マネジメントシステム」等）

30



31

 その他変更が必要な事項
〇もんじゅ：令和2年5月22日付け令02原機（敦廃）002をもって申請した廃止措置計画の変更認可

申請について、下記に示す本件申請後の認可、届出記載内容について一部補正

・令和元年７月２２日付け令０１原機（敦廃）００３をもって申請（令和元年１１月１３日付け令０１原機
（敦廃）００５及び令和２年４月２４日付け令０２原機（敦廃）００３をもって一部補正 ）した廃止措置
計画の変更について、令和２年５月２９日（原規規発第２００５２９４）に認可

・令和２年６月９日付け令０２原機（敦廃）００４をもって届出

具体的には以下の記載内容について補正
・本文十一 １．廃止措置の工程の第１１-２図（模擬燃料体の部分装荷に伴う模擬燃料体の搬
入体数変更、今年度の燃料体の処理実績の反映）

・添付書類一 ２．作業人員及び設備の管理方法並びにその体制（図番号の繰り上げ）

もんじゅの廃止措置計画の変更内容の概要②
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